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貸借対照表（2021年３月31日現在）
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ 流 動 資 産
１ 現 金 及 び 預 金
２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金
３ 受 取 手 形
４ 売 掛 金
５ 貯 蔵 品
６ 前 渡 金
７ 前 払 費 用
８ 立 替 金
９ そ の 他
10 貸 倒 引 当 金
Ⅱ 固 定 資 産
１ 有 形 固 定 資 産
(1) 建 物
(2) 構 築 物
(3) 機 械 及 び 装 置
(4) 車 両 運 搬 具
(5) 工 具、 器 具 及 び 備 品
(6) 土 地
(7) リ ー ス 資 産
(8) 建 設 仮 勘 定
２ 無 形 固 定 資 産
(1) ソ フ ト ウ エ ア
(2) ソ フ トウエア仮勘定
(3) 電 気 通信施設利用権
(4) そ の 他
３ 投 資 そ の 他 の 資 産
(1) 投 資 有 価 証 券
(2) 関 係 会 社 株 式
(3) 長 期 貸 付 金
(4) 長 期 前 払 費 用
(5) 敷 金 及 び 保 証 金
(6) 保 険 積 立 金
(7) 前 払 年 金 費 用
(8) 繰 延 税 金 資 産
(9) そ の 他
(10) 貸 倒 引 当 金

137,596
10,527
79,980
126

24,805
5,701
830
1,804
5,394
8,466
△42

181,995
43,639
12,642
393

15,047
7

2,318
9,750
2,336
1,142
9,826
3,599
6,225

0
1

128,529
14,824
83,042
468
161
5,456
289
9,479
3,564
11,512
△270

Ⅰ 流 動 負 債 74,277
１ 買 掛 金 13,164
２ 短 期 借 入 金 33,841
３ １年内返済予定の長期借入金 1,714
４ リ ー ス 債 務 807
５ 未 払 金 4,707
６ 未 払 費 用 3,198
７ 未 払 法 人 税 等 2,925
８ 未 払 消 費 税 等 3,039
９ 前 受 金 8,382
10 預 り 金 747
11 そ の 他 1,749
Ⅱ 固 定 負 債 21,002
１ 長 期 借 入 金 1,716
２ リ ー ス 債 務 1,695
３ 再評価に係る繰延税金負債 128
４ 退 職 給 付 引 当 金 15,439
５ 預 り 保 証 金 1,520
６ 長 期 未 払 金 82
７ 資 産 除 去 債 務 420

負 債 合 計 95,280
純 資 産 の 部

Ⅰ 株 主 資 本 221,828
１ 資 本 金 18,675
２ 資 本 剰 余 金 32,742
(1) 資 本 準 備 金 29,320
(2) そ の 他 資 本 剰 余 金 3,422
３ 利 益 剰 余 金 171,439
(1) 利 益 準 備 金 792
(2) そ の 他 利 益 剰 余 金 170,647
別 途 積 立 金 14,000
繰 越 利 益 剰 余 金 156,647

４ 自 己 株 式 △1,029
Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,483
１ その他有価証券評価差額金 5,983
２ 土 地 再 評 価 差 額 金 △3,500
純 資 産 合 計 224,311

資 産 合 計 319,591 負 債 及 び 純 資 産 合 計 319,591

　



損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

売 上 高 244,367
売 上 原 価 176,900

売 上 総 利 益 67,467
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 48,759

営 業 利 益 18,707
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,228
そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,479 11,707

営 業 外 費 用
支 払 利 息 558
そ の 他 の 営 業 外 費 用 687 1,246

経 常 利 益 29,169
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 24
子 会 社 株 式 売 却 益 510
固 定 資 産 売 却 益 99
子 会 社 清 算 益 4 639

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 37
子 会 社 株 式 評 価 損 29
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0
減 損 損 失 49 116

税 引 前 当 期 純 利 益 29,691
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,409
法 人 税 等 調 整 額 195 6,605

当 期 純 利 益 23,086

　



株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

当期首残高 18,675 29,320 3,422 32,742 792 14,000 141,485 156,278
当期変動額
剰余金の配当 △7,138 △7,138
当期純利益 23,086 23,086
自己株式の取得
土地再評価差額金
の取崩 △786 △786
株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）
当期変動額合計 － － － － － － 15,161 15,161
当期末残高 18,675 29,320 3,422 32,742 792 14,000 156,647 171,439
　

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

土地
再評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

当期首残高 △1,028 206,667 4,178 △4,287 △108 206,558
当期変動額
剰余金の配当 △7,138 △7,138
当期純利益 23,086 23,086
自己株式の取得 △0 △0 △0
土地再評価差額金
の取崩 △786 △786
株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

1,805 786 2,591 2,591

当期変動額合計 △0 15,161 1,805 786 2,591 17,752
当期末残高 △1,029 221,828 5,983 △3,500 2,483 224,311

　



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
　資産の評価基準及び評価方法
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
ア 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。
時価のないもの……………移動平均法による原価法を採用しております。

イ デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

ウ たな卸資産の評価基準及び評価方法
主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

　(2) 固定資産の減価償却の方法
ア 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～50年
機械及び装置 　 ５年

イ 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。
ウ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　



（3）引当金の計上基準
貸倒引当金…………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。過去勤務費用については、その発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り費用処理しております。数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ア 繰延資産の処理方法
株式交付費………………………支出時に全額費用処理しております。

イ 重要なヘッジ会計の方法
（ア）ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについては

特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。
（イ）ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 銀行借入金
（ウ）ヘッジ方針……………………金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、内規に基づき、金

利変動リスクをへッジしております。
（エ）ヘッジの有効性評価の方法…特例処理によっている金利スワップにつきましてはヘッジの高い有効

性があるとみなされるため、有効性の評価は省略しております。
ウ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事
業年度の費用として処理しております。

　



（表示方法の変更）
　「会計上の見積の開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度
末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
関係会社株式
１ 当事業年度の計算書類に計上した金額
83,042百万円

２ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当事業年度末における関係会社株式には、過去のM&Aにより取得したものが含まれており、その取得金
額は、対象会社が当社グループに加入したことによる超過収益力を期待して決定したものであります。ま
た、一部の関係会社株式については、対象会社ではなく、当社などにおいて発現されることが期待されるシ
ナジー効果を期待して取得金額を決定したものとなっております。
関係会社株式に係る評価の検討は、超過収益力やシナジー効果が将来に亘って発現するかに着目して行っ
ており、対象会社の事業計画（当社などに発現が期待されるシナジー効果の計画を含む。）に沿って利益や
キャッシュ・フローが計上されているかを毎月モニタリングしております。当該事業計画については、受注
の状況、人員計画または介護施設の開設状況などについて一定の仮定を置いて策定しております。
将来、何らかの理由により設定された事業計画の達成が危ぶまれる状況となった場合には、前述の仮定に
ついて当初見積りの変更を迫られることで関係会社株式評価損を計上する可能性があり、翌事業年度の計算
書類における関係会社株式の計上額に重要な影響を与える可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）
１ 担保に供している資産

出資会社の借入金に対して下記の資産を担保に供しております。
投資有価証券 16百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 125,833百万円

３ 保証債務
次の子会社の債務について、債務保証を行っております。
ALSOK介護㈱の賃借不動産に係る未経過リース料 1,616百万円

４ 関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。
短期金銭債権 8,144百万円
長期金銭債権 353百万円
短期金銭債務 19,648百万円

　



５ 土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を
改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額
金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税
法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を
行って算出しております。

再評価を行った年月日
2002年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額
285百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 14,011百万円
営業費用 39,103百万円
営業取引以外の取引高 8,898百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類 当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （株）

普通株式 782,041 81 － 782,122

（注）普通株式の自己株式増加81株は、単元未満株式の買取りに伴う増加であります。

　



（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 （単位：百万円）
未払事業税 297
貸倒引当金損金算入限度超過額 95
退職給付引当金損金算入限度超過額 4,727
役員退職慰労金の未払額 25
減価償却限度超過額 489
警報機器設置工事費否認 3,008
投資有価証券評価損 86
土地再評価差額金 1,455
その他 1,077
繰延税金資産小計 11,264
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,848
繰延税金資産合計 9,415
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △2,640
前払年金費用 △2,902
外国株式配当減額 △115
土地再評価差額金 △314
その他 △6
繰延税金負債合計 △5,979
繰延税金資産の純額 3,435

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

固定資産―繰延税金資産 3,564
固定負債―再評価に係る繰延税金負債 △128

　



（関連当事者との取引に関する注記）
１ 役員及び個人主要株主等

名称又は氏名
議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引により発生
した債権又は債
務に係る主な項
目別の当事業年
度末日における

残高
（百万円）

取引条件
の変更

村井 温
（公益財団法人
村井順記念奨学
財団理事長）

（被所有）
直接
2.8％

役員
（当社代表
取締役）

寄付金 13 （注）１
（注）２ ― ―

　

（注）１ 当社代表取締役村井温が公益財団法人村井順記念奨学財団の理事長として行った取引であります。
なお、当該財団の活動内容は、神奈川県内の工学系大学又は工学系の学部に在学する学生を対象とし
た返還不要の奨学金の支給であります。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
公益財団法人村井順記念奨学財団への寄付金の金額につきましては、当社の社会貢献の必要性、当該
財団の活動目的を達成するために必要と認められる年間奨学金等を勘案の上、当社の取締役会で決定し
ております。

３ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２ 子会社

名称又は氏名
議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円）
取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引により発生
した債権又は債
務に係る主な項
目別の当事業年
度末日における

残高
（百万円）

取引条件
の変更

PT. ALSOK
INDONESIA

（所有）
直接 99.0％
間接 1.0％

子会社 資金の貸付 ― （注）１ 長期貸付金
24 ―

　



名称又は氏名
議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円）
取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引により発生
した債権又は債
務に係る主な項
目別の当事業年
度末日における

残高
（百万円）

取引条件
の変更

日本ファシリ
オ㈱

（所有）
直接 91.6％ 子会社

資金の借入

利息の支払

874

32
（注）２

短期借入金
6,449

未払費用
3

―

ALSOK群馬㈱ （所有）
直接 100.0％ 子会社

資金の借入

利息の支払

1,000

12
（注）２

短期借入金
3,300

未払費用
6

―

ALSOK介護㈱ （所有）
直接 100.0％ 子会社

資金の貸付

利息の受取

△1,650

22
（注）３

短期貸付金
1,450

未収収益
0

―

債務保証 1,616 （注）４ ― ―
（注）１ 当該子会社の再建のため人的支援、金融支援を行っております。貸付金の金利については、市場金利を

勘案して決定しておりますが、合理的な再建計画に基づき当該子会社の業績が回復するまでの間は無利息
としております。
（1）貸付金期末残高に対する貸倒引当金残高 24百万円
（2）当期の貸倒引当金繰入額 9百万円
（3）当期の貸倒損失 該当事項はありません。

２ 短期借入金は、当社グループ内の資金効率を高めることを目的として借り入れたものであります。借入
金の金利については、市場金利を勘案して決定しております。
３ 短期貸付金は、当社グループ内の資金効率を高めることを目的として貸し付けたものであります。貸付
金の金利については、市場金利を勘案して決定しております。
４ 賃借不動産に係る未経過リース料に対し債務保証をしております。

なお、当社は保証料を受け取っておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１ １株当たり純資産額 2,215円 25銭
２ １株当たり当期純利益金額 228円 00銭

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
注：記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。

　


